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要旨 国税徴収法は「法定納期限等」を基準として租税債権と担保権との優劣の調整を図
っており、譲渡担保に関しても、その担保としての実質から、徴収法上、他の担保権と同
一の取扱いを図るべく、24 条では譲渡担保権者の物的納税責任を定めている。しかしなが
ら、債権の譲渡担保は、その法的構成も有体物に関するそれとは異なり、24 条の解釈にお
いても、債権の譲渡担保をどのように解するかが問題となりうる。特に譲渡担保の対象が
指名債権の場合には、債務者の受戻権の行使は期待されておらず、「弁済の手段」ともなっ
ているのが通常であり、この点でも、その取扱を別にすべきことが指摘されている。この
ような債権の譲渡担保に関する 24 条の物的納税責任の追及が問題となった事例として、譲
渡担保型の一括支払いシステムに関する平成 15 年判決がある。同判決の争点は、24 条の
適用を回避する合意の効力に関するものであるが、「譲渡担保」との構成をとる以上は、債
権の譲渡担保に関しても、24 条の枠内の問題として処理されうることが明らかになったと
解することができ、異なる論点を有するものではあるが、債務引受との競合や集合債権の
譲渡担保と 24 条に関する議論についても示唆するところがあるだろう。 
 
１ はじめに 
平成 16 年の改正債権譲渡特例法は、「譲渡に係る債権の債務者」を必要的記載事項から
外し、第三債務者が不特定の段階での対抗要件の具備を可能とした。一連の改正は、国連
国際商取引委員会（UNCITRAL）が策定中の「担保付取引に関する立法指針」に象徴され
る国際的な立法の流れに沿うものであり、債務者への通知または承諾という民法上の対抗
要件が障害となっていた、将来債権や集合債権を目的とした債権譲渡担保にとって、この
改正が大きな追い風となることはいうまでもない。一方、こうした将来債権や集合債権を
含む債権の譲渡担保の利用の拡大に伴い、不動産や動産といった有体物を前提とした、こ
れまでの「譲渡担保」に関する議論や判例法理が妥当しない問題が生じてきている。譲渡
担保と国税債権との優劣を規定した国税徴収法 24 条に関する問題もその一つである。 
本稿は、集合債権や将来債権の譲渡担保の利用の拡大によって顕在化してきた新たな債
権競合の問題の一類型として、租税債権との競合の問題に着目し、そもそも債権の譲渡担
保に関しては、どのような点が問題となりうるのか、現在までの議論の状況とその争点を
明らかにすることを目的とする。本稿では、現行国税徴収法における租税債権と担保権と
の優劣調整の原則及び同法 24 条の構成と同条が定める物的納税責任の要件とを整理する
ほか、実際に債権の譲渡担保に対する物的納税責任の適用が争われた事例として、譲渡担
保方式の一括支払システムにおける代物弁済条項と物的納税責任に関する最高裁判例を取
り上げ、同判決を通じて、債権の譲渡担保と租税債権との競合に関する問題点を考察する。 
なお、本稿の考察の対象は、上記判例で問題となった個別・特定の指名債権の譲渡担保
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を前提としたものに限られており、集合・流動債権の譲渡担保に関する論点に関しては、
問題提起として言及するにとどめている。但し、国税徴収法における譲渡担保との優劣調
整に関する考え方やいわゆる物的納税責任の構成やその対象となる「譲渡担保財産」とい
った本稿での検討事項は、集合流動債権の問題に関しても共通するものであり、今後の議
論の前提として、重要な意義があるものと考えている。 
 
２ 租税債権と担保権との優劣調整の原則 
（１） 国税優先の原則と法定納期限等以前に設定された担保権の優先 
現行国税徴収法は、「租税徴収の確保」、「私法秩序の尊重」及び「徴収制度の合理化」
という 3 つの基本理念を柱として、3 年にわたる審議を経て作成された租税徴収制度調査
会の答申（以下、「答申」）（注１）に基き、明治 30 年に制定された旧国税徴収法を全面改
訂する形で、昭和 35 年から施行されたものである。 
租税は、国家や地方公共団体の活動の基盤をなすものであり、このことが、租税徴収に
おける自力執行権の付与及び租税に対する一般的優先権の付与の根拠となっていることは
いうまでもない。そして、租税の徴収に関しては、一般の私債権にはない特殊な問題が包
蔵されていることもまた、租税債権の一般的な優先（国税徴収法 8 条）の根拠とされてい
る。すなわち、租税債権は「国家の一般的需要を賄うために、法律に基づいて一律に成立
するものであって、担保を提供する者に対して選択的に成立させることができる私債権と
は根本的に異なるもの」であって（答申・序１）、このような租税債権の性格から、手続面
のみならず実体面においても、私債権に対する優先が確保される必要がある。 
一方、租税の徴収について、自力執行権を付与し、その成立の前後を問わず、全ての債
権に優先するとした場合、設定時において予測不可能な租税の発生により、登記または登
録された担保権についても、その担保的効力を覆されることになり、私法秩序は著しく脅
かされることになりかねない。旧国税徴収法は、この点に関し、「国税の納期限の 1 年前」
(旧法 3 条)を基準として、担保権との優劣の調整を図っていたため、設定後 1 年間は担保
権者はその担保的効力を覆される危険を甘受しなければならず、担保法における「公示の
原則」からは大きく外れたものとなっていた。そのため、現行国税徴収法は、「納税者の財
産上に担保権を設定する第三者が具体的に租税の存在を知ることができる時期」(答申序
２)、すなわち、「法定納期限等」を担保権との優劣の調整の基準とし(法 15 条)、「租税徴
収の確保」と「私法秩序の尊重」との調整を図っている。 
また、旧法においては、先取特権や留置権については、租税の徴収の前には全くその担
保的効力を主張することができない一方、譲渡担保や仮登記の形式による担保については、
法定担保権が徴収法上、上記のような限定的な効力しか認められていないことに比し、相
対的に有利な地位を享受していた。そこで、現行国税徴収法においては、「すべての担保制
度が租税の徴収の面からできる限り同一の取扱を受けることが望ましい」（答申序２）との
観点から、先取特権や留置権の担保的効力を認めるとともに、譲渡担保等についてはそれ
に応じた効力の制限を付与することとして、このような徴税上の不均衡を排している。し
かしながら、いわゆる譲渡担保の場合、担保権設定は目的物の「譲渡」の形式をとり、外
形的には既に財産の帰属は移転していることになる。そのため、納税者に帰属する資産上
に設定された担保権と同一の取扱いをするためには、ある種の技術的な制度を要すること
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になる。これが、国税徴収法 24 条に定める「譲渡担保権者の物的納税責任」の制度である。      
以下、その具体的な内容を確認していくこととする。 
 
（２）24 条における優劣調整の原則 
国税徴収法 24 条は、「(納税者が)譲渡した財産でその譲渡により担保の目的となってい
るもの」を「譲渡担保財産」として把握し、「(納税者の)財産について滞納処分を執行して
もなお徴収すべき国税に不足する場合に限り」、その「譲渡担保財産」から納税者の国税を
徴収する旨を定めている（1 項）。この規定が、譲渡担保の機能が抵当権その他の担保権と
同様に担保であることに着目し、国税の優先徴収権との調整を図るものであることは上述
したとおりである。譲渡担保財産から設定者の国税を徴収する手段としては、その実質に
着目して、譲渡により移転した譲渡担保財産の帰属自体を徴収法上否認する方法も不可能
ではない。しかしながら、(1)で述べた現行国税徴収法の３つの柱である「私法秩序の尊重」
という観点からすれば、むしろ、法形式上は譲渡担保権者に帰属することを認めながら、
滞納処分の執行手続きにおいて租税債務者とすることで、私法秩序に対する影響を最小限
のものとする方が望ましいといえる。そこで、同条 3 項は、このような観点から、「譲渡担
保権者を第二次納税義務者とみなして、その譲渡担保財産につき滞納処分を執行すること
ができる」こととし、私法秩序の尊重の要請との均衡を保つこととした。ここでいう「第
二次納税義務者」とは、本来、形式的には、第三者に財産が帰属している場合であっても、
実質的には納税者にその財産が帰属していると認めても公平を失しないときに認められる
徴税の合理化のための制度であり、現行国税徴収法では、私法秩序の尊重の要請により旧
法においては必ずしも十分なものではなかった「第三者の権利の保護」を強化した一方（法
49 条・50 条）、第三者の地位を利用した租税徴収の回避等に対処するため、徴収制度の合
理化の一環として、第二次納税義務制度の拡充が図られている（答申序３）。「第二次納税
義務者とみな」すことにより、設定者の国税の徴収手続きにおいては、譲渡担保権者が「滞
納者」となるが(2 条 9 号・6 号・7 号)、譲渡担保権者は、抵当権者と同じように、あくま
で担保権者にすぎない。抵当権者が抵当権設定者である納税者の国税を納付すべき義務が
ないのと同様に、譲渡担保権者もまた譲渡担保設定者の国税を納付すべき義務はないから、
この意味では、第三者に対し納税義務を拡張する制度である、本来の「第二次納税義務者」
とは異なるものであるといえる。すなわち、譲渡担保権者の責任は、あくまでも｢譲渡担保
財産｣を限度とした滞納処分の執行を受忍するという、いわゆる｢物的納税責任｣なのである。
そして、このことが当初から譲渡担保権者を第二次納税義務者とする構成をとらなかった
理由であるとされている(注２)。 
このような構成に基づき、執行手続面でも、第二次納税義務と譲渡担保権者に対するも
のでは、その内容が異なるものとなっていることにも注意が必要である。まず、法 24 条 2
項は、徴収しようとする金額を譲渡担保権者に対する通知により告知する旨を定めるが、
この｢告知｣は、第二次納税義務者に対する「納付通知書」(法 32 条 1 項)と異なり、納付を
求めるものではなく、単にやみくも的な滞納処分を避けるための通知に過ぎない。従って、
滞納処分の執行も「十日を経過した日までにその徴収しようとする金額が完納されていな
いとき」（法 24 条 3 項）にできることとされ、通常の第二次納税義務者のように｢第二次納
税義務者が・・・完納しないとき｣(法 32 条 2 項)という納付義務の存在を前提としたもの
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ではない。また、通常の第二次納税義務者に対する「納付催告書」による納付の督促の規
定(法 32 条 2 項)は、譲渡担保権者を第二次納税義務者とみなして滞納処分を執行する場合
には、準用されていない(注 3)。 
こうした、いわゆる「第二次納税義務」との執行手続上の相違は、譲渡担保権者に対す
る物的納税責任が、譲渡担保権者を抵当権者等の担保権者と同列の地位に置こうとするた
めのものにほかならない。一方で、担保権者に担保設定者の財産の帰属を移転するという
譲渡担保の性質から、徴収法は、さらに次のような執行上の特例も設けている。譲渡担保
財産を設定者が占有していた場合、財産の差押後に譲渡担保財産であることが判明するこ
とがありうる。本来ならば、設定者の財産としての差押を解除し、改めて 24 条 3 項による
差押の手続きをとるべきであるが、譲渡担保権者による告知後、差押までの間に担保財産
が処分されてしまう可能性がある。そこで、設定者の財産としてした差押も、24 条 1 項の
要件に該当する限り、譲渡担保権者に対する差押として滞納処分を続行できることとされ
ている(法 24 条 4 項）。また、譲渡担保権者の物的納税責任は、「担保の目的となっている
ものがある場合」を要件としているから(1 項)、法 24 条 2 項の告知後、譲渡担保に係る債
権の弁済期限が到来し、設定者が弁済しないために譲渡担保財産が担保としての機能を失
い、「確定的に譲渡担保権者に帰属した場合」には、滞納処分はできない。徴税の回避のた
め、告知後滞納処分を執行するまでの間に、確定的に譲渡担保権者へ財産を移転すること
も容易に考えられる。そこで、「担保される債権が債務不履行その他弁済以外の理由により
消滅した場合においても、なお譲渡担保財産として存続するものとみなして」滞納処分が
できることとされている(5 項)。 
なお、法 24 条による譲渡担保権者の物的納税責任は、法定納期限等以後に譲渡担保と
なったものについてのみ適用される（法 24 条 6 項）。立法時の議論では、当初、法定納期
限等以前に設定されたものは、譲渡担保財産から設定者の国税を徴収できる限度を、「その
財産の価額から譲渡担保財産の被担保債権の額を控除した額」(答申第一の三の１)とし、
国税に優先する抵当権又は劣後する抵当権と同列に処理することが提案されていた。しか
し、結果的にこの案は採用されず、最終的には、法定納期限等後の譲渡担保のみ国税に劣
後する抵当権と同様に取り扱うにとどまっている。この点に関する法案の審議の具体的な
経緯については明らかではないが、現行国税徴収法は、私法秩序の尊重を立法方針の一つ
としており、第三者の権利の保護という観点から、納税者以外の第三者への影響を最小限
に抑えつつ、租税債権の確保を図るという趣旨で、こうした構成がとられたものと考えら
れる。 
以上から、24 条における譲渡担保権者の物的納税責任を整理すると、①納税者が国税を
滞納していること、②納税者が譲渡した財産で、その譲渡により担保の目的となっている
ものがあること、③納税者の財産につき滞納処分を執行してもなお徴収すべき国税に不足
すると認められること、④譲渡担保の設定が国税の法定納期限等後にされたものであるこ
と、という４つの要件があることがわかる。そして、この要件を具備した譲渡担保権者に
対し、第 2 項に定める告知書を発した日から 10 日を経過した日までにその徴収しようとす
る金額が完納されていないときは、譲渡担保権者を第二次納税義務者とみなして、その譲
渡担保財産につき差押処分を執行することができる。このような構成は、同条の創設後、
譲渡担保に関する判例・通説として確立されていく「担保権的構成」の考え方にも沿うも
人文社会科学研究 第 13 号 
 92
のであり、租税債権と譲渡担保その他担保権との競合における優劣の調整の問題は、同条
を含む上記国税徴収法の改正によって一応の決着を見たものとされていた。しかしながら、
近年の債権の譲渡担保の利用の増大に伴い、その有効性に関する議論が活発化する中、租
税債権との競合に関するこの議論も再燃しつつあるように思われる。そして、こうした議
論の根底には、そもそも債権の譲渡担保については、動産や不動産といった有体物の譲渡
担保とはその法的構成を異にするのではないかという問題があるといえるだろう。有体物
の譲渡担保にあっては、目的物の価値が被非担保債権を大きく上回る場合、これを暴利行
為＝無効とすると、譲渡担保権者が担保権を完全に失う恐れがあること、および目的物が
有体物で個性があり、それを被担保債権額に応じて分割することも実際的でなくかつ困難
であるので、譲渡担保権者と債務者の公平を図るとの観点から、譲渡担保権者に目的物の
権利(所有権)を帰属させるが、これはあくまで担保目的であるゆえに、被担保債権額を超
える超過額は返還しなければならないとの清算法理が確立されたわけであるが、債権の譲
渡担保にあっては、仮に譲渡担保権者の取得した債権と被担保債権との間に著しい不均衡
があったとしても、債権譲渡契約を暴利行為により無効として、これを返還させることで
清算法理によらずに同様の結論を導くことが可能である（注 4）。また、譲渡担保の対象が
動産・不動産などのように個性あるいは使用価値があるものであるならばまだしも、指名
債権の譲渡担保の場合には、債務者の受戻権の行使はそもそも期待されていない場合も少
なくないとされる。すなわち、売掛債権や工事請負代金債権などの場合、その支払時期に
合わせて貸付金の返済期を決めているというような場合には受戻しは予定しておらず、む
しろそれを取り立てて回収に充てるというのが「当事者の意思」であるとされる（注 5）。 
それでは、この 24 条の「物的納税責任」の規定は、不動産・動産といった有体物を目
的とした譲渡担保のみならず、「債権」を目的とした譲渡担保についても機能しうるものな
のだろうか。以下、近年、最高裁において争われた事例とその判決をめぐる議論をみなが
ら、債権を目的とした場合の譲渡担保権者に対する 24 条の物的納税責任の追及における問
題点を考察していくこととする。 
              
３ 24 条に関する争点と判例・学説 
（１） 平成 15 年最高裁判決 
① 事案の概要 
一括支払いシステムとは、下請企業を多数抱えた大企業における手形の発行・受け渡し
に係る事務の負担を軽減するために、手形に代わる企業間の決済手段として考案されたも
のである。手形から他の決済手段に移るという意味で、最新の「電子債権」の問題でもそ
の関係性が指摘されており、「電子債権論の一種先駆的な取り組み」としても評価すること
ができよう（注 6）。本件において問題となった「譲渡担保方式」は、昭和 61 年に公正取
引委員会の認可を受けた最初の一括支払システムの類型であるが、このほかにファクタリ
ング方式、信託方式、並存的債務引受方式の 3 種類の方式が現在までに開発・実用化され
ている。問題の「譲渡担保方式」のスキームの概要は、売掛金の支払を行う大企業とその
取引先企業及び金融機関の 3 者間の契約により、取引先企業の有する売掛代金債権を金融
機関に譲渡担保として供し、大企業が売掛代金相当を金融機関に振り込んだ際に、金融機
関が当座貸越貸付の形で取引先に支払った、売掛代金相当の貸越債権の清算を行うという
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ものである。但し、国税の法定納期限等後にこのシステムが契約された場合、譲渡担保の
設定者である取引先企業が国税を滞納し国税の徴収不足が生じれば、金融機関は、24 条に
よる物的納税責任を追及される可能性がある。そこで、このような事態を回避するため、
昭和 63 年から、国税徴収法による告知書発出の時点で譲渡担保権を実行する特約、いわゆ
る「代物弁済条項」が追加されるようになった。本件は、この代物弁済条項の有効性が譲
渡担保権者である金融機関と国との間で争われた事案であり、その事実関係は次のような
ものである。 
平成 4 年 12 月 8 日、X2 及びその取引先 Z は、Z が X2 との継続的取引によって取得す
る売掛金債権を担保のために X1 に譲渡し、X1 は Z との間で別途当座貸越契約に基づき、
右譲渡に係る代金債権を担保とし、その支払期日未到来の代金債権残高を貸越限度額とし
て、Z に対して貸付を行うことを内容とする「一括支払システムに関する契約」を締結し、
平成 5 年 3 月と同年 4 月の 2 回にわたり、本件契約に基づき、約 2500 万円の債権が、担保
として X1 から Z に譲渡され、Z はＸ１より同額の貸付を受けた。なお、本件契約には、「担
保のために譲渡された代金債権について、国税徴収法 24 条に基づく譲渡担保権者に対する
告知が発せられたときは、これを担保とした当座貸越債権はなんらの手続きを要せず弁済
期が到来するものとし、同時に担保のため譲渡した代金債権は当座貸越債権の代物弁済に
充当される」との約定がされていたところ、Z は銀行取引停止処分を受けて事実上倒産、
同年 5 月 20 日、Y は、Ｚの滞納国税 7686 万円（法定納期限はいずれも平成 4 年 12 月 22
日）について、法 24 条 2 項に基づく告知を発し、この告知書は、同日、X1 に到達した。
これに対し、X1 は「法 24 条 2 項の告知は、これが相手方に到達した時点で譲渡担保財産
が存在することが必要であるところ、本件条項により、Y が告知を発した時点で、本件代
金債権は X1 の Z に対する当座貸越債権の代物弁済に充てられて X1 に確定的に帰属して
おり、本件告知が原告に到達した時点ではもはや譲渡担保財産ではなくなっていたのであ
るから、本件告知はその要件を欠き違法である」として争った。 
しかしながら、第一審（注７）は「本件条項は、法 24 条の規定に反し、私人間の合意
によって、国税の徴収が及ばない譲渡担保財産を創出するものであり、当事者間において
その効力を認めることはともかくとして、少なくとも国税債権者との関係では、原告は、
右合意の効果を主張して、代金債権が譲渡担保財産でなくなったことを理由に法 24 条に基
づく物的納税責任の追及を免れることはできない」として X の請求を棄却、第二審（注 8）
も、「本件条項のような私人間の合意を法が許容しているということはできず、本件条項が
法 24 条に違反することは前記引用に係る原判決の理由のとおりであ」るとして、X の控訴
を棄却した。 
 
②上告理由と本判決 
X の上告理由は次のとおりである。①法令上、譲渡担保権の実行の完了時期について何
ら手当がされていないし、本件合意により法 24 条の告知到達時には譲渡担保財産ではなく
なっていても、なお告知を適法に行い得る旨の規定は存在しない。それにもかかわらず、
本件合意を法 24 条の脱法行為であるとして無効と判断することは憲法 84 条に定める租税
法律主義に反する。②一括支払システムは、現行法上、24 条の物的納税責任の追及の例外
（徴収法附則 5 条 4 項）とされている手形割引、手形の譲渡担保と同じ結果を確保するも
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のに過ぎないから、本件合意を脱法行為であり無効と判断することは、法令の解釈適用を
誤ったものである。③国税の差押後に行われた相殺の有効性を認めた昭和 45 年最高裁判決
（注 9）に照らし、私人間で差押えをすることができない財産を作出する契約も経済的合
理性がある限りは許されるものと解すべきであり、原審の判断は先例に反するものである。
④一括支払システムは合理性のあるシステムとして取引、金融世界に定着している。取引
の実体、規模が様変わりしている今日、なお国税徴収法 24 条を引合いに国税の優先を主張
すること自体、法的にも到底認めることができないものである。 
これに対し、本判決は次のように判示し、X の上告を棄却した。法 24 条５項にいう「第
2 項の規定による告知を発した後」とは、同条 2 項の告知書が譲渡担保権者に到達した時
点以後を意味するが、「同条 2 項の告知の発出と到達との間の時間的間隔をとらえ、告知書
の発出の時点で譲渡担保権者が譲渡担保権を実行することを納税者とあらかじめ合意する
ことは、同条 2 項の手続きが執られたことを契機に譲渡担保権が実行されたという関係が
あるときにはその財産がなお譲渡担保財産として存続するものとみなすこととする同条 5
項の適用を回避しようとするものであるから、この合意の効力を認めることはできない。」
但し、本判決には「強行法規の趣旨を没却するような私人間の合意は、脱法行為として、
あるいは当該規定の解釈として無効であるとする考え方は、一般論としては是認すること
ができるが、当該規定が租税の賦課、徴収に係るものであるときは、租税法律主義の趣旨
に鑑み、当該規定の立法の経緯及び文理、当該合意を明文を持って禁止することの容易さ、
当該合意の社会的、経済的合理性、相当性の有無、程度、当該合意に関する当事者と徴税
当局とのかかわり合いの状況等諸般の事情を総合的に考慮して、当該合意を無効とするこ
とが一般法理によって制限される場合があるかを検討すべきものと考える」との亀山裁判
官の補足意見が付されており、本件の事実関係次第では、Y が本件合意の無効を主張する
ことが信義則に反して許されないと解する余地があったことが指摘されている。 
 
（２） 本判決の意義と問題点 
 譲渡担保方式の一括支払システムの代物弁済条項の有効性に関し、法 24 条 2 項の告知に
先行して差押処分通知が発せられていた場合については、先例（注 10）がある。同判決で
は、代物弁済条項により告知到達時点ですでに譲渡担保財産が存在しない以上、その告知
は効力を有さないとして、この告知を前提とする差押処分の続行の可否が争われたが、同
判決は、24 条 2 項に定める告知は「滞納処分の執行の予告」であり、同条 5 項は告知後譲
渡担保の実行により滞納処分を回避することを防止するため、債務不履行その他弁済以外
の理由で譲渡担保債権が消滅した場合にはなお譲渡担保財産として存続するものとみなす
ことを定めた趣旨であることを述べた上で、同条 5 項の「前項の規定を受ける差押」とは、
同条 1 項の要件に該当し、滞納処分としての差押えとして続行できるものであれば足り、
告知の時点で譲渡担保財産が存続していることを必要としていないとして、代物弁済条項
の有効性について言及することなく、代物弁済条項のある一括支払システム契約に基づく
譲渡担保財産に対する 24 条の差押処分の有効性を認める結論を下している。これに対し、
本判決は、一括支払いシステムにおける代物弁済条項と 24 条 5 項との関係について正面か
ら判断を下したものであり、重要な意義がある。 
この問題に関しては、当初、その経済的合理性から一括支払システムの有効性を積極的
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に肯定すべきであるとの立場から、相殺の有効性に関する昭和 45 年最高裁判決や手形割引
との類似性をその論拠とする見解も有力に主張されていた（注 11）。しかしながら、原審
は、「法は、相殺による担保的効果を他の担保とは同一視せず、租税債権も相殺との関係で
は一般の私法上の債権と同一の立場にあるとしたのに対し、譲渡担保については、租税の
優先徴収の確保という観点から、国税債権について特別の地位を定め、譲渡担保権の効力
を他の担保権並に制限するという考え方を採用したものと解され」ることから、国税徴収
に関し、譲渡担保権の効力を制限する規定である 24 条との抵触が問題となる本件は、45
年判決とは事案を異にするものであると判示し、手形の譲渡担保との類似性に関しても、
「本件契約は、手形の譲渡担保ではなく、当事者がこれとは異なる法形式を選択している
のである以上、これを手形の譲渡担保と同様であるとか、何ら変わりようはないというこ
とはできない」として、いずれの論拠についても完全に否定する立場をとっており、本判
決がこの判断を是認する結論をとったことで、一応の決着をみたものといえるだろう。 
本判決に対する学説の評価も、概ね、肯定的なものである。但し、本件は租税債権と譲
渡担保権との競合の問題に係るものであるから、民法上の議論に加えて、租税法律主義と
徴収回避の問題や私法上の債権と租税債権の優劣調整のあり方といった観点からも考察が
必要であることも指摘されている（注 12）。また、本判決では全く言及されていないとこ
ろであるが、譲渡担保の実行とは目的物の担保権者への確定的移転をいうと解されるとこ
ろ、本件のような一括支払システムにおける債権譲渡担保では、設定者の本旨弁済による
譲渡債権の受戻しは予定されておらず、本件の債権譲渡は債権の「弁済」手段として行わ
れたものであるという点に着目した場合、本件売掛債権が譲渡され、その対抗要件を具備
した段階で、債権の確定的な移転があったと考えることもできるとの指摘（注 13）につい
ても、非常に重要なものであると考える。本稿では、こうした学説の指摘を踏まえ、国税
徴収法 24 条とはどのような規定であり、同条に定める物的納税責任とはどのようなもので
あるのか、そして、24 条に定める物的納税責任との関係で債権の譲渡担保をどのように解
すべきであるのかといった本質的な問題として、①租税法律主義の観点からみた代物弁済
条項の効力、②債権の譲渡担保の法律構成と 24 条の物的納税責任という２つの論点につい
て、若干の考察を試みることとしたい。 
①租税法律主義と代物弁済条項の効力 
本件で問題となったのは、24 条 5 項の「第 2 項の規定による告知を発した後」の意義と
この「告知」を発した時点で譲渡担保の実行が完了することを内容とする代物弁済条項の
効力である。本判決は、第 2 項の規定による告知を発した後」とは、同条 2 項の告知書が
譲渡担保権者に到達した時点以後を意味することを述べた上で、「同条 2 項の告知の発出と
到達との間の時間的間隔をとらえ、告知書の発出の時点で譲渡担保権者が譲渡担保権を実
行することを納税者とあらかじめ合意することは、同条 2 項の手続きが執られたことを契
機に譲渡担保権が実行されたという関係があるときにはその財産がなお譲渡担保財産とし
て存続するものとみなすこととする同条 5 項の適用を回避しようとするものであるから、
この合意の効力を認めることはできない」として、代物弁済条項の効力を否定している。
学説は、この結論を支持しつつも、24 条の趣旨に反する合意の効力をどのように解するか
という点については、その理論を異にしている。具体的には、①本件代物弁済条項は、脱
法どころか、直接に 24 条の「骨抜きを図る企て」であり、「端的な強行規定違反」という
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べきであるから、無効(対外効否定)とされてしかるべきとする見解(注 14)や②本件代物弁
済条項を契約することは、脱法行為でありそれゆえに公序良俗に反し無効とする見解(注
15)のほか、③銀行の代金債権に対する期待利益と徴収法 24 条の合理性とを対立関係にあ
ると位置づけた上で本件代物弁済条項による譲渡担保の擬制的実行、精算金の確定方法、
倒産寸前の仕入先企業との本件契約の駆け込み的締結態様等の問題性から、後者に合理性
があるとする見解(注 16)、さらに、④本件は、本来適用されるべき法規が単純に強行規定
といえるものでなく、しかも租税関係法であるという特殊性に着目して、徴収法 24 条 5
項の適用回避(徴収のがれ)を阻止するために必要な限りで―あたかも、法人格否認の法理
ないし詐害行為取消の効果に関する相対的無効と同じ発想に立って―本件代物弁済条項の
効力を否定すれば足りるとの見解（注 17）など、その理論構成は様々であり、譲渡担保権
者の物的納税責任を定めた国税徴収法 24 条の規定をどのように解するかによって、その内
容は異なるものとなっているといえる。一方、この問題に関する税法上の問題点として、
税法は「納税者と課税庁との債権債務関係（租税法律関係）を規律し、納税者・課税庁間
の任意の取り決めを認めない」という意味で強行法であるが、「私法関係を規律することが
ない」という意味で、私法関係においては強行法ではなく、あくまでも有効な私法関係を
前提として課税ないし徴収要件といった租税法律関係を定めるという税法の二重構造から
すれば、本件合意の効力も、直接、租税実体法の規定に反して無効ということはできず、
本件合意は(民法 90 条等から)私法上効力をもたないから、租税関係においても効力をもた
ないと解すべきであるとする見解もある（注 18）。そして、こうした租税法律関係として
の特殊性に着目した見解では、さらに次のような問題も指摘されている。既に述べたとお
り、24 条では、「法定納期限等」と担保権設定時の先後で決するという原則の例外として、
法定納期限等後の譲渡担保であっても、「告知」前に実行されたものに関しては国税に優先
する取扱いがされている。法は、このようなダブルスタンダードの採用によって、事実上、
譲渡担保権者については、他の担保権者に比して一種の「優遇」措置をとっているともい
える。本件合意は、譲渡担保権者がこうした優遇に着目して自己の利益を法の定める最大
限まで確保しようとしたものにすぎず、本件代物弁済条項が脱法行為であるとまではいえ
ないのではないか、さらにいえば、代物弁済条項の有効性の問題は、24 条 5 項が「法定納
期限等後」ではなく「告知・・・をした後」とする一種の「二重構造」に起因するもので
あって、むしろ租税法の立法技術上の問題とみることができ、このような合意の効力をな
んら明文の規定もなく否定することについては、租税法律主義の観点から問題となりうる
ものではないか、というものである(注 19）。 
憲法 84 条に定める租税法律主義は、国民の税負担について予測可能性と法的安定性を
保証することを目的とする法原理であるが、その内容としては、遡及立法の禁止、課税要
件法定主義、課税要件明確主義等をあげることができる。その中で最も重要なのは、課税
要件法定主義であり、それは、課税要件及び租税の確定・徴収の手続は原則として、すべ
て法律で規定されなければならないことを意味する（注 20）。これまで課税要件の明確性
が問題となった事例において、判例は、一般に、たとえ一見不明確に見える規定であって
も、その意味内容は法の趣旨、目的等の解釈によって合理的、客観的に認識できるもので
あるとして、問題の規定が課税要件の明確主義に反するものではないと判示してきた（注
21）。問題は、具体的に、どの程度の明確性が必要であるのか、また一定の場合において、
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その明確性に欠けることを正当化しうる理由は何か、である。 
法 24 条の立法趣旨は、租税徴収上の公平の観点から、譲渡担保を他の担保権と同列に
扱うというものである。そうであるにもかかわらず、同条が、法定納期限等後の譲渡担保
のみ国税に劣後する抵当権と同様に取り扱うにとどまり、結果的に同条の適用要件(徴収要
件)を不明確なものとしていることは確かである。それでは、なぜ、法は、譲渡担保に関し
てのみ、このような二重構造をとったのだろうか。租税徴収制度調査会答申における法案
も、抵当権等と同様に、法定納期限等後の譲渡担保権すべてについて租税債権に劣後する
取扱いとなっていたことは前述したとおりである。この点に関する法案の審議の具体的な
経緯については明らかではないが、現行国税徴収法は、私法秩序の尊重を立法方針の一つ
としており、第三者の権利の保護の充実が国税徴収法改正における大きな特色であったこ
とが、その理由のひとつとして考えられる。すなわち、前述した「物的納税責任」という
技術的な制度に象徴されるように、24 条は、「納税者以外の第三者への影響を最小限に抑
えつつ、いかにして租税債権の確保を図るか」という観点から制定されたものであったこ
とに鑑みれば、その徴収要件についても、他の担保権者に比し、譲渡担保権者を優遇する
趣旨ではなく、あくまでも、「私法秩序の尊重」や「徴税の合理性」の観点から、こうした
構成がとられたものであるとみるべきではないだろうか。原審は、手形の譲渡担保を 24
条の例外とした法附則 5 条 4 項の趣旨について、「手形の譲渡担保は、多数の小売商の手形
を問屋が格別に銀行に手形割引を依頼する代りに、これらの手形をまとめて担保として資
金の融通を受ける場合に用いられるところ、このような方法は、これらの手形の支払者の
資力も必ずしも十分ではないため不渡りを生じる例も少なくなく、・・・また、手形担保に
よる貸付も通常の割引とほぼ同様であるが、これらの手形のために金融機関に物的納税責
任を負わせるとすれば、煩をいとわず手形割引の方法をとることが考えられ、・・・その結
果、徴税官庁も徴税の実益がないだけでなく、金融機関もまた割引を依頼する者も徒に手
数を増すだけのことになってしまうので、手形を譲渡担保とするものについては、法 24
条の規定の適用を除外した」ことを説示している。そうであるとすれば、この点からも、
24 条の「二重構造」は譲渡担保を優遇するためのものではないという結論を導くことがで
きよう。そして、このような 24 条の趣旨に照らし、（主観的な意図はともかく）結果的に
その徴収要件を回避する本件代物弁済条項の効力は、租税法律主義の観点からも肯定する
ことはできないと考える。けだし、憲法 84 条の租税法律主義は、租税の賦課・徴収が法律
の根拠に基づき行われなければならないとする原則であるが、これは、私人にとって将来
の予測を可能にし、法的安定性を確保することを目的とするものにほかならず、形式的に
その文言に該当しないが、適用しないことが立法趣旨に反することが明らかな場合に、当
該租税法規を適用することは、当事者の予測に反し法的安定性を阻害するものとはいえな
いからである（注 22）。本件代物弁済条項は、「同条 5 項の適用を回避しようとするもので
あるから」との本判決の判示のとおり、当事者がその趣旨に反することを認識し無効とさ
れる可能性があること、すなわち、法定納期限等後に設定された譲渡担保である以上、物
的納税責任が追及されうるという法の趣旨を十分認識した上で、その徴収要件を回避する
ために結ばれた合意である。そうであるとすれば、明文によってこれを否定する規定がな
いことを根拠に予測可能性や法的安定性といった租税法律主義の観点から、本件合意の効
力を肯定しうるかどうかは疑問である。したがって、24 条が、私法関係における合意の効
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力を直接的に否定する「強行法規」であるかどうかはともかく、本判決が 24 条の趣旨から
本件合意の効力を無効としたことは、租税法律主義に抵触するものとまではいえず、その
結論は正当なものであったといえよう。 
② 債権の譲渡担保と 24 条 
24 条に定める「物的納税責任」は、「譲渡担保財産」の存在を前提としたものであり、
担保目的以外で譲渡された財産については、その追及の対象とはならない。しかしながら、
指名債権の譲渡では、譲渡担保の形式をとりつつも、実際には、弁済による担保目的物の
取戻しは予定されておらず、「担保」というよりもむしろ「弁済の手段」そのものとなって
いるのが通常であるといわれる。すなわち、このような債権の譲渡担保では、「譲渡担保の
実行」という概念が実質的に欠落しているものといえるから、国税の差押前に行われた譲
渡契約が対抗要件を具備したものである以上、その時点ですでに債権の確定的な権利の移
転があったと解するべきであり、本件代物弁済条項の有効性を判断するまでもなく、24 条
の物的納税責任の追及の対象とはならなかったのではないか、という点が問題となりうる。
そして、このような債権の譲渡担保の性質あるいは効力をどのように解するかという議論
の帰結次第では、本判決の結論も全く別なものとなりうる。 
債権の譲渡担保の法律構成に関し、動産や不動産を前提とした「所有権的構成」の語は
妥当しないが、債権が移転したとしながら担保としての実質を考慮するか、債権は移転し
ないとして担保の実質を貫くかという点が争点とされている（注 23）。対抗要件の問題を
含む債権の譲渡担保の担保としての機能や効力に関する問題を論ずるにあたり、債権の譲
渡担保の法的構成をどのようにとらえるかという本質的な論点が非常に重要な論点となる
ことはいうまでもない。しかしながら、債権の譲渡担保は、当初、「危急時の駆け込み的な
担保手段」とみなされ、その利用がごく限られたものであったこともあり、不動産や動産
に比し、現在までの判例の集積は少なく、債権の譲渡担保の法的構成に関する学説の議論
は、必ずしも十分に尽くされているとはいえない状況にある。また、この点については、
事業収益型担保への移行の必要性等を踏まえ、今後、立法論としても十分な議論を要する
問題でもある。そのため、本稿では、いたずらに論点が拡大することを避けるべく、債権
の譲渡担保の「本質」に関わる法律構成が、この問題に関する重要な論点であることに言
及するにとどめ、本稿の考察対象である 24 条における物的納税責任に対する関係で、債権
の譲渡担保の効力をどのように解するべきか、物的納税責任の対象外となる債権譲渡との
相違はどこにあるのかという論点にしぼって、考察を行うこととする（注 24）。 
通説の分類によれば、債権譲渡には、売買や贈与を目的とした譲渡（いわゆる「真性譲
渡」）のほか、特殊な目的の債権譲渡として、「担保のための債権譲渡」と「取立のための
債権譲渡」があり、後者はさらに「真正信託的譲渡」と「取立権限のみの授与」とに分け
られるが、債権の譲渡担保は、「担保のための債権譲渡」または「真正信託的譲渡」と「同
．
様のもの
．．．．
」であるとされている（注 25）。一方、近年の学説には、債権譲渡の機能に応じ
たアプローチからの分析を試みるものもある（注 26）。その分類は、債権譲渡をその機能
面から、①債権回収手段としての債権譲渡、②換価・担保のための債権譲渡、③大規模な
資金調達手段としての債権譲渡の 3 つに類型化するというものである。このうち、②は、
従来の資金調達手段として行われてきた手形の割引と類似の機能を有するもの（注 27）で
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あるが、さらに、譲渡人と譲受人である金融機関との間で債権を直ちに換価するもの（「売
却」の形をとるもの）と、この債権を担保として譲渡するという場合の 2 つの類型に分け
られ、後者が通説における「担保のための債権譲渡」にあたるものと解される。そして、
このような債権譲渡の機能面からの分類を取引社会における債権譲渡の位置づけの変化
（「危急時の債権回収手段から正常取引における資金調達手段への重点移動」）に着眼した
ものとして評価した上で、債権の譲渡担保は、債権の証券化・流動化といった大規模な資
金調達手段への「突破口」としての役割を果たすものではあるが、将来的には本来的意味
での債権担保の使命を終え、純粋に債権譲渡法理の中に吸収される可能性を指摘する学説
もある（注 28）。また、国際的な議論の趨勢としても、債権の譲渡と債権に対する担保設
定とを同視する方向性が窺われる（注 29）。こうした観点からは、債権譲渡とは別に「債
権の譲渡担保」という類型を独自に認めることの意義自体が疑問であるということにもな
りそうである。 
しかしながら、学説は、債権の譲渡担保を民法上どの領域に位置づけて法的処理を行っ
ていくべきかという点では、その理論を別にしているものの、いずれの立場においても、
債権の譲渡担保は「担保目的」たるがゆえに真正の債権譲渡とは異なる性格のものである
と解しており、その独自の存在意義自体は否定されていない。その理由としては、被担保
債権の存続を前提とした当事者における担保の合意、譲渡人への債権譲渡の受戻しが認め
られること（及びその必要性）、譲受人の清算義務等が挙げられる（注 30）。また、譲渡担
保は、債権者が法定担保権における煩雑な強制換価手続きを回避するための手段として発
達してきたものであるが、債権の場合には、民法上の債権質にも直接取立権が認められて
いることから(民法 367 条 2 項)、債権の譲渡担保の存在意義を疑問視する見解もある。し
かし、債権質の場合では、金銭の直接取立権が被担保債権の範囲に限定されること（民法
367 条 2 項）、及び、被担保債権の弁済期が未到来の場合に供託請求しかできないこと(同
条 3 項)といった理由から、債権質との対比においても、やはり、債権の譲渡担保に独自の
存在意義を認める見解が有力である（注 31）。 
それでは、24 条における物的納税責任の対象となる譲渡担保と債権譲渡との具体的な相
違点はどこにあるのだろうか。学説は、債権の譲渡と債権の譲渡担保の効力や機能におけ
る差異は、必ずしも明らかにはされていないことを認めつつ、両者の区別の最大の拠り所
として「当事者間における担保の合意」をあげている（注 32）。本件の事例の場合、当事
者がその契約において「担保」であることを明文で合意し、「譲渡担保」としての構成を選
択したことが第三債務者に対する関係でも明らかにされているものである以上は、24 条に
定める物的納税責任に服するものと解すべきであろう（注 33）。さらにいえば、当事者間
のこのような合意の内容を否定してまで、債権譲渡との構成をとるべき理由はなく、24 条
の物的納税責任の要件は、その譲渡が担保を目的として法定納期限等後に行われ、告知時
点でその譲渡担保財産が存在していることであり、本件債権譲渡が当座貸越契約に基づく
貸付金債権の担保を目的として行われたものとして、この要件を満たしていた以上、24 条
の適用の対象となるものと解せざるを得ない。確かに、指名債権の譲渡が弁済手段として
の機能を有しているということは、当事者間の意思表示が必ずしも明確なものでない場合
には、担保のための債権譲渡か否かの判断基準のひとつとなるものではある。しかしなが
ら、担保目的の譲渡か否かの判断は、第一義的には当事者の担保の合意をもって判断すべ
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きであり、24 条の物的納税責任が私法関係において成立した契約内容を前提としたもので
ある以上、当事者間の合意の内容は、その成否の最も重要な判断基準となりうるはずであ
る。けだし、「納税者が譲渡した財産で、その譲渡により担保の目的となっているものがあ
ること」との 24 条の文言は、債権譲渡と担保目的の譲渡とを別異に取り扱う旨を明記して
いるからである。24 条におけるこうした区別が、現在の民法学説における分類とも矛盾す
るものではないことは上述したとおりである。したがって、当座貸越債権の担保を目的と
して譲渡された本件指名債権に関しても譲渡担保財産として物的納税責任を追及の対象と
なるものと解せざるを得ず、その上で代物弁済条項をもって、その責任を回避することが
できるかどうかを判断することになるから、本件のような譲渡担保型の一括支払システム
に関しては、この点は争点とはなりえなかったものと解される。 
 
４ 総括に代えて―残された問題 
以上、本稿では、平成 15 年判決で問題となった譲渡担保型の一括支払システムを取り
上げ、債権の譲渡担保に対する 24 条の物的納税責任の問題を考察したわけであるが、実は、
この問題は、債権の譲渡担保と租税債権との競合に関する問題の導入部にすぎない。現在、
「交換価値から収益」へという潮流により、担保法が大きな転換期をむかえているともい
われているが（注 34）、その中で債権の譲渡担保は、最大の論点の一つともなっている。
その理由は、個別・特定債権のみならず、将来債権・集合債権の譲渡担保とすることによ
り現在及び将来の事業収益そのものを包括的に担保するような仕組みが模索されていると
いう点にある。担保は第三者対抗力を具備していない場合、その効力は零に等しい（注 35）。
債権者としては、当然、競合債権者に対する包括的な優先的地位を獲得することが最大の
関心事となりうる。以下、こうした観点から、本稿では考察することはできなかったが、
債権の譲渡担保と 24 条の物的納税責任に関し、今後も引き続き検討を要するものと思われ
るいくつかの課題についての問題提起を行い、総括に代えることとしたい。 
平成 15 年判決後に残された問題として、まず注目したいのは、24 条による物的納税責
任の追及を回避できないことが明らかになった譲渡担保型に変わるものとして、現在、提
唱されている債務引受型やファクタリング(真正譲渡方式)の一括支払システムの有用性に
関する議論であろう。債務引受方式とは、大企業の納入企業に対する債務を金融機関が併
存的債務引受をし、金融機関が各納入企業に債権額を弁済し、金融機関が各納入企業に債
権額を弁済し、大企業が金融機関にそれらを一括支払いするというものであって、債権譲
渡とは逆の発想によるものである（注 36）。民法では、債務引受に関する明文上の規定は
存在せず、その性質や機能をどう解するかは学説における争点の一つともなっており、担
保としての有用性という意味でも、債権譲渡や差押(租税債権の滞納処分による差押を含
む)と競合した場合のその効力が問題となる。現在提案されている債務引受の構成は、譲渡
担保というよりはむしろ債権譲渡(真性譲渡)の考え方に近く、この問題は「譲渡担保財産」
の存在を前提とした 24 条の枠外のものと解することも可能であると思われるが、その性質
や効果あるいは機能といった点に関し、「譲渡担保型」との異同を分析することで、24 条
に定める譲渡担保財産の限界を明らかにするとともに、いまだ不明な部分の多い債権の譲
渡担保の法的構成に関する議論にも資するものがあると考える。 
 そして最後に、今後に残された債権の譲渡担保と租税債権との競合の問題に関する最大
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の課題として、いわゆる集合債権の譲渡担保と租税債権との競合に関する議論を整理して
おくこととする。この問題の争点は、法定納期限等以前に包括的な債権の譲渡担保に関す
る対抗要件を具備した後、具体的な債権が発生した場合の集合(流動)将来債権の譲渡担保
に対する 24 条の物的納税責任の追及の可否という点にある。この点について、東京高裁は、
平成 16 年に「譲渡担保設定契約時に未発生である目的債権が譲渡担保財産となった時期は、
その債権が具体的に発生した時点と解すべきである」として、24 条の物的納税責任の追及
を認める判断を下しているが（注 37）、同判決をめぐっては実務家からも厳しい批判がさ
れている（注 38）。この問題に関する学説は、東京高裁判決を支持する「債権具体的発生
時説」と譲渡担保契約の設定時にすでに権利が移転しているとする「対抗要件具備時説」
とに二分されており、最高裁における判断が大いに注目されているところである（注 39)。
上述した譲渡担保型の一括支払いシステムの問題が債権の譲渡担保と 24 条の物的納税責
任の問題における導入部であるとすれば、この問題は、いわば、その「本論」に位置づけ
られる問題であり、平成 16 年の東京高裁判決の意義や問題点についても、引続き考察を行
っていくこととしたい。この問題が大きな反響を呼んでいる背景には、集合（流動）債権
譲渡担保を利用した事業収益の包括担保化の要請があることはすでに述べたとおりである
が、一方で租税債権確保の要請に対し、私法上の債権の優先的地位はどこまで認められる
のかという問題として、24 条の趣旨やその構造も重要な争点の一つとなっており、本稿で
考察した租税債権と私債権との調整に関する国税徴収法の仕組みや租税債権の特殊性とい
った視点も重要なものであると考える。わが国の動産・債権譲渡特例法のモデルともなっ
たファイリング制度を有するアメリカでは、いわゆる「浮動担保」に対し、ファイリング
の先行による包括的な優先的地位の獲得を認めながらも、租税債権との競合においては、
担保物の具体的な取得の時期が租税優先の基準となる租税リーエンの成立後である場合に
は、その優先を認めないとの判例法理（注 40）が存在するということも注目されうるとこ
ろである。 
以上、ごく簡単にではあるが、債権の譲渡担保と租税債権の競合に関し、今後に残され
た、いくつかの検討課題についても、その論点と考察の方向性を示したところで、ひとま
ず、本稿の考察を終えることとしたい。 
 
（ひろき・はなよ 社会文化科学研究科博士後期課程） 
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注 3  志場・前掲（注２）20 頁 
注4 今尾真「債権の譲渡担保と債権譲渡の関係に関する序論的考察」明治学院大学法学 
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